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「食品衛生法等の一部を改正する法律」に基づく 

政省令案の検討状況に関する説明会 

（平成30年度HACCP普及推進地方連絡協議会（九州ブロック）） 
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日 時：平 成 3 0 年 1 2 月 1 2 日 （ 水 ） 1 3 : 0 0 ～ 1 5 : 0 0 

場 所：ＴＫＰガーデンシティ博多新幹線口  ５階  プレミアムホール 

（ 福 岡 県 福 岡 市 博 多 区 博 多 駅 中 央 街 ５ － 1 4 ） 



 -2- 

 ○石井九州厚生局健康福祉部食品衛生課長（以下、石井課長）  お待たせいたしました。ただい

まから、食品衛生法の改正に関する説明会を開催いたします。 

 本日の司会進行を務めさせていただく厚生労働省九州厚生局健康福祉部食品衛生課の石井と申しま

す。どうぞよろしくお願いいたします。 

 改めてのお詫びとお願いでございますが、本日の説明会は、当初１００名募集のところ、多くのご

応募をいただきまして、会場を変更してご案内を差し上げております。さらに、スペースの許す限り

多くの方のご参加をいただいておりますので手狭になってございますけれども、ご容赦いただければ

と思います。 

 まず、開会に先立ちまして、九州厚生局健康福祉部長遠山よりご挨拶を申し上げます。 

○遠山九州厚生局健康福祉部長  皆さん、こんにちは。九州厚生局健康福祉部の遠山と申します。 

 本日は、師走のお忙しい中、九州ブロックにおける食品衛生法等の一部を改正する法律に基づく政

省令案の検討状況に関する説明会に、食品事業者、関係団体、地方公共団体の皆様方など多くの方々

にお集まりいただきまして、誠にありがとうございます。 

 さて、食品衛生法につきましては、平成１５年の改正から１５年が経過し、その間、食へのニーズ

の多様化や食の国際化など、食を取り巻く環境は大きく変化してまいりました。厚生労働省では、こ

のような変化を踏まえ、食品安全のさらなる確保を進めるため、食品衛生法等の一部を改正する法律

案を本年の通常国会に提出し、可決成立の後、去る６月１３日に公布されたところでございます。本

日は、改正法の主な内容、施行スケジュール及び政省令案の検討状況をご説明するとともに、会場の

皆様と意見交換をさせていただきます。この意見交換が本日の一番大切なことであると考えており、

全体のスケジュールの中でも多くの時間をとっております。どうぞ皆様、忌憚のないご意見を積極的

にいただければと考えるところでございます。 

 九州厚生局は、これまでも総合衛生管理製造過程の承認、輸出食肉・水産食品認定施設に対する指

導等を行ってまいりました。食品の安全性確保という課題に関しまして、このような説明会の開催、

導入実証事業の参画、自治体職員向け研修会開催などを通じて、引き続きその一翼を担ってまいりた

いと考えております。 

 どうぞ皆様のご協力をお願いいたしまして、簡単ではございますが、開会の挨拶とさせていただき

ます。本日は大変窮屈な会場となっておりますことを改めてお詫び申し上げますとともに、本日はど

うぞよろしくお願い申し上げます。 

○石井課長  それでは、本日は、初めの１時間程度で厚生労働省から、食品衛生法の改正につい

て現在の検討状況を説明させていただいた後、参加者の皆様との意見交換を行いたいと思っておりま
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す。 

 お配りしている資料は、既に椅子の上に置かせていただいておりますＡ４用紙１枚の議事次第、左

上１カ所とじの資料、アンケート用紙の３種類でございます。不備がございましたらスタッフにお声

がけをいただければと思います。 

 事前にいただいたご質問については、なるべく説明の中でお答えすることとしておりますが、時間

の都合上、全てを取り上げることができない状況でございます。説明会後半に質疑応答の時間を設け

ておりますので、恐れ入りますが、ご質問のある方はこちらでご質問をお願いいたします。 

 なお、閉会は１５時を予定しております。議事の円滑な進行にご理解とご協力をいただきますよう、

よろしくお願いいたします。 

 では、本日の説明者、登壇者をご紹介いたします。 

 厚生労働省医薬・生活衛生局食品基準審査課長の吉田でございます。 

○吉田厚生労働省医薬・生活衛生局食品基準審査課長（以下、吉田課長）  よろしくお願いしま

す。 

○石井課長  次に、同じく食品監視安全課ＨＡＣＣＰ企画推進室長の蟹江でございます。 

○蟹江医薬・生活衛生局食品監視安全課 HACCP 企画推進室長（以下、蟹江室長） よろしくお願い

します。 

○石井課長  同じく食品監視安全課課長補佐の狩集でございます。 

○狩集食品安全課長補佐（以下、狩集課長補佐）  狩集でございます。よろしくお願いいたしま

す。 

○石井課長  それでは、狩集補佐のほうからご説明をお願いいたします。 

○狩集課長補佐  私のほうから今般の法律の概要と公布、施行に関するスケジュール、それから

食中毒に関して、まずご説明を差し上げたいと思います。 

 まず、今回の法改正の概要でございますけれども、先ほど部長の遠山からも簡単にお話がありまし

たが、改正の趣旨といたしましては、前回の法改正から約１５年が経過しておりまして、その間に食

をめぐるさまざまな環境変化があり、さらに国際化や流通等の条件も目まぐるしく変わっております。

それに対して食品安全をより一層推進するために総合的な手当てを必要としているということで、さ

まざまなメニューを盛り込んだ改正法となったところでございます。 

 改正の概要として項目は大きく七つございます。後ほどそれぞれの項目について細目的にご説明い

たしますのでここでは詳しく述べませんけれども、食の衛生管理の強化ですとか、国際化に対する対

応等のメニューが含まれているところでございます。 



 -4- 

 法律の施行でございますけれども、基本的に公布の日から起算して２年を超えない日ということで、

２０２０年を想定しております。しかし、メニューによって若干異なっておりまして、一つ目の広域

食中毒対策は１年以内に施行ということで、こちらは既に施行日政令が１１月に出ておりまして、来

年の４月１日に施行されるところでございます。 

 それから、五つ目と六つ目、営業許可制度の見直し、届出制度の創設、それからリコール情報の報

告制度の創設でございますが、こちらについては公布の日から起算して３年を超えない範囲です。こ

れは、申請のためのシステムの開発ですとか、それから自治体における必要な条例改正等の手当てが

必要ということで若干時間をとっているところでございます。 

 改正法のスケジュールでございますけれども、一つ目に１広域連携とありますが、食中毒対策に関

しましては既に施行が決まっていまして、来年４月１日に施行というところでございます。それ以外

の項目、ＨＡＣＣＰ、営業許可、リコール、輸出入、それから器具容器包装でございますけれども、

必要な政省令等を来年の夏前ぐらいまでに公布することを目標に作業を進めているところでございま

す。それから、指定成分に関する省令・告示ですとか器具容器に関する告示等については、２０１９

年の下半期終わりごろに公布をすることを想定しているところでございます。 

 現在、こうした施行に向けて皆さんのご理解を深めていただきたいということで、全国７ブロック

においてこのような説明会を開催しているところでございまして、既に東京、仙台、広島、そして本

日の福岡会場ということで、たくさんの方にご来場いただいているところでございます。 

 それでは、各項目についてご説明を差し上げたいと思います。まず、広域的な食中毒事案への対策

強化についてでございます。こちらの広域食中毒対策でございますけれども、経緯を簡単に申し上げ

ますと、平成２９年の夏ごろ、関東地方を中心としてＯ－１５７による広域的な食中毒事案が発生し

まして、小さいお子さんがお亡くなりになるといったような非常に痛ましい事態となったところでご

ざいます。この事案の際には、複数の自治体が関係している中で情報共有がなかなかうまくいかなか

ったために、疫学調査がしっかりできなかったということで感染経路の解明が進まなかったとか、あ

るいは報道発表のタイミングが自治体間で内容などがうまくすり合わせできないまま行われていたと

いうことで、混乱を招いてしまったですとか、それから我々厚生労働省本省のほうからの助言等も適

切に現場に届いていなかったといったところもありました。 

 こうしたことが起きている背景といたしまして、食品流通はご承知のとおり非常に広域化、広い範

囲で流通するといったことが当たり前になっているところでございますが、一方で保健所を設置して

いるのは都道府県、政令指定都市、中核市、特別区がございますけれども、現在、地方分権の流れの

中で中核市が非常に増えているといったことで保健所設置市が非常に増えているといった実態もござ
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います。言うなれば、食の流通化が広域化する一方で、それに対する対応の担い手といったものが細

分化していくという、逆ベクトルを向いているというか、そういった背景があるところでございます。 

 平成２９年夏の事案も教訓といたしまして、こうした自治体間の情報共有ですとか連携協議を日ご

ろから図りまして、非常時にはそうした連携強化をうまく行って対処していこうということを法改正

のメニューとして盛り込んでおります。そのために広域連携協議会というものを各ブロック単位で、

厚生局を単位といたしまして設置するとしたところでございます。 

 こうした広域連携協議会でございますけれども、年に１回程度、年度初めに恒常的な開催を行いつ

つ、非常時には情報共有や連携の場とすることを目的としております。広域連携協議会自体は来年の

夏の食中毒シーズンに対応が行えるように、来年の４月１日に施行されるというところでございます。 

 また、広域連携協議会というものは厚生労働大臣が設置するところでございますけれども、それを

厚生労働省のほうから示しております監視指導指針の中に明確に位置づけるとともに、それを踏まえ

まして自治体のほうで策定しております監視指導計画の中にも位置づけを行い、そういった広域連携

の強化の位置づけを明確に行っていこうというものでございます。 

 現在、必要な省令等は公布されているところでございますが、監視指導指針に関する告示について

は現在パブリックコメントをまだ行っているところでございまして、まもなく公布が行えるかなとい

うふうに考えているところでございます。また、各ブロックにおける広域連携協議会の開催に当たり

ます設置要領ですとか、そういったマニュアルについても追ってお示しをするといったことを考えて

いるところでございます。 

 食中毒に関しましては以上でございます。 

○蟹江室長  食品監視安全課の蟹江でございます。 

 続きまして、私のほうからはＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の制度化、それから営業許可制度の見直

し・営業届出制度の創設、食品リコール情報の報告制度の創設、最後に輸入食品の安全性確保につい

て、まとめてご説明をしたいと思います。 

 まず、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の制度化でございますが、こちらは法案提出前から食品衛生管

理の国際標準化に関する検討会でこのＨＡＣＣＰの制度化について検討してまいりました。平成２８

年３月から平成２８年１２月の間、計９回検討会を開催して、平成２８年１２月２６日に最終取りま

とめを公表しております。この内容につきましては以前、この会場でもご説明をさせていただいたか

と思います。この最終取りまとめを踏まえまして、今回制度化を行っています。内容についてはその

当時のものと基本的には変わっておりません。 

 まず、制度の基本的な部分ですが、全ての食品等事業者の方に衛生管理計画を作成していただくと
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いうことが基本になっております。二つのグループに分かれておりまして、一つ目の左側が、と畜場、

食鳥処理場、それから一定規模の事業者の方についてはＨＡＣＣＰに基づく衛生管理ということで、

コーデックスの７原則に基づきまして食品等事業者みずからが計画を作成して管理を行うというグル

ープです。 

 それから、二つ目が右側のＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理ということで、簡略化された

アプローチによって衛生管理を行うグループで、具体的には各業界団体に衛生管理計画の作成のため

の手引書をつくっていただいております。それに基づきまして衛生管理計画を作成し実施をしていた

だくと。対象の事業者としましては、小規模事業者をはじめ四つのグループについて取りまとめてお

ります。 

 左側の緑のほうが、従来基準Ａと言っていたもの、右側が基準Ｂと言っていたものです。ＡとかＢ

とかいいますと、なかなか具体的な内容がわかりませんので、今回、ＨＡＣＣＰに基づく衛生管理と、

それからＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理ということでご説明をさせていただいています。 

 具体的に現状どういうことを検討しているかといいますと、改正食品衛生法の５０条の２になりま

す。１号と２号がありまして、１号が一般衛生管理に関すること、２号は、いろいろ書いていますが

ＨＡＣＣＰの関係の規定になっています。その中で、「小規模な営業者その他の政令で定める営業者

にあっては、その取り扱う食品の特性に応じた取組」というふうに書かれていまして、この意味は先

ほどご説明いたしましたＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理に該当する事業者の方、それにつ

いて政令に定めることになっています。 

 その内容について下に四つのグループを書いておりますが、一つ目が、食品の製造及び加工に従事

する者の総数が５０人未満の者、基本的に小規模事業者、それから、菓子の製造販売ですとか食肉の

販売など当該店舗での小売販売のみを目的とした製造・加工・調理事業者、飲食店ですとか給食施設

など提供する食品の種類が多くて変更頻度が高い業種、それから一般衛生管理の対応で管理が可能な

業種、こういったことを政令で規定するように今検討しているところでございます。 

 具体的な衛生管理の基準については厚生労働省令で定めることになっています。先ほど申し上げた

とおり１号で一般衛生管理、２号でＨＡＣＣＰに関する基準になっておりまして、半分から下に項目

を記載しておりますけれども、省令で規定する事項の素案といいますか、事項を整理したものになっ

ています。この内容につきましては現在、私どものほうで食品等事業者が実施すべき管理運営基準に

関する指針、ガイドラインと呼んでいますが、この基準をお示ししておりまして、現在はこのガイド

ラインをもとに各自治体のほうで、条例でこの管理運営基準を定めております。この改正法では、条

例ではなくて厚生労働省令で定めることになっておりまして、内容としては基本的に現行のガイドラ
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インの内容ということで検討を進めています。 

 その基準の中に、現行もそうですけれども、食品衛生責任者の取り扱いについても規定する予定に

しています。案として今整理をしておりますのが、対象者としては全ての営業者、分けますと営業許

可対象事業者と届出対象事業者になります。 

 資格の要件としては都道府県知事等が実施する養成講習会の受講修了者、現在でも運用されており

ますけれども、一定の資格を有する者についてはこの受講は免除になっています。 

 それから、養成講習会のプログラムについては現行同様、厚生労働省が標準的なものを示すという

ことで、講習会の内容についてもある程度全国的に統一できるような形を考えています。 

 それから、実務者講習会については食品衛生に関する知識のアップデートを図るための定期的な講

習会の受講になっていますけども、これについては営業許可対象事業者の方に受講をしていただこう

と考えています。一番右に対応方針案とありますけれども、養成講習会といっても教室型ですとなか

なか参加が難しい方もいらっしゃるということもありまして、ｅ－ラーニング等も導入したらどうか

という案もございます。また、一定の期間に１回、例えば５年に１回受講するようなことを定めては

どうかという案もあります。それから、食品衛生監視員による監視指導の結果を踏まえまして、衛生

管理が良好な施設については講習会の受講を免除できるといった弾力的な運用をしたらどうかという

ご意見もございまして、食品衛生管理に関する技術検討会で議論している最中でございます。現状の

案としてはこういった形になります。 

 それから、先ほどご説明しました食品等事業者団体に作成していただいている手引書でございます

けれども、かなり作成が完了しているものがございます。既に１３業種完成していまして、厚生労働

省のホームページに掲載をしています。それから今検討中のものも１０業種、一番下に現在取り組ん

でいるものも各種ございますけれども、今月の２７日にも食品衛生管理に関する技術検討会を開催す

る予定にしておりまして、手引書案について確認をすることにしています。例えば、ハム、ソーセー

ジ、ベーコンの製造ですとか氷雪の販売、水産物卸売業ですとか、精麦及び大麦粉の製造ですとか、

食酢の製造、寒天の製造、そういったものについて６種類ほど確認する予定にしておりますが、こう

いったものについても順次内容を確認し、完成したものはホームページで公表することにしておりま

す。 

 また、この食品衛生管理に関する技術検討会の内容につきましては、資料、議事録を含めまして厚

生労働省のホームページに掲載しておりますので、ご覧いただければと思います。 

 それから、と畜場のＨＡＣＣＰの導入の手引書の検討状況でございますが、と畜場につきましては

ＨＡＣＣＰに基づく衛生管理をすることになります。ＨＡＣＣＰに基づく衛生管理をするための衛生
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管理計画の手引書を今検討していただいています。特に、留意事項から作成の手順、それから一般衛

生管理の事項、こういった事項について盛り込むように検討していただいている最中でございます。 

 それから、と畜場におけるＨＡＣＣＰの検証の方法については、厚生労働科学研究事業において、

妥当性検証プロトコールを現在検討しております。現行の案ですと、枝肉の拭き取りをして一般生菌

数や腸内細菌科菌群、２５検体をペトリフィルム法で試験をする、こういった内容について、試行も

含めて検討している状況でございます。 

 それから、大規模食鳥処理場の衛生管理計画を作成するための参考情報といたしまして、これまで

の研究事業の成果ですとか、実証事業も実施しておりますので、そういった成果をまとめまして提供

できるように準備をしております。微生物の汚染防止、それから微生物汚染低減策等さまざまなデー

タの整理をしてお示しするように準備をしています。 

 資料は少し飛びまして、営業許可制度の見直し及び営業届出制度の創設につきましてご説明したい

と思います。先ほどのＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の制度化の部分とも少し関係がございます。 

 今回の改正で、営業許可の関係の第５４条、それから営業届出の関係ですと５７条になりますけれ

ども、現在検討しておりますのは、これらの条文に基づいて政令それから省令で規定しなければなら

ない事項がございます。それについて食品の営業規制に関する検討会で検討を進めているところでご

ざいます。 

 営業許可につきましては政令で業種を指定する、これは現状も同じでございます。現状３４業種が

政令で指定されておりまして、その内容について検討を進めています。それから、営業許可の許可基

準、これは施設基準になりますけれども、現状では条例で定められておりますが、今回の改正で「厚

生労働省令で定める基準を参酌して」という文言が加わっています。したがいまして、厚生労働省で

基準を定めまして、それに従って自治体のほうで条例で施設基準を設定するという流れになります。 

 届出につきましては、届出対象の検討ということで、公衆衛生に与える影響が少ない営業で政令で

定めるものは除くとなっておりますので、この政令で定めるものを検討するということと、それから

届出の事項を含めて届出する方法について省令で定めることになっています。 

 ３４ページに載せているのが許可の見直しと届出制度の創設のイメージの図でございますが、現行

が左側です。要許可業種とそれから要許可業種以外、これは食品衛生法上ですけれども、この要許可

業種以外の部分について一部自治体では条例等で許可とか届出対象にしている業種もございますが、

食品衛生法上は要許可業種とそれ以外というのが現状でございます。今後は、要許可業種、それから

届出制度を創設いたしましたので届出対象者、それから届出対象外という三つの分類になろうかと思

います。 
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 上の四角の中にただし書きが書いてありまして、「農業及び水産業における食品の採取業は含まな

い」と書かれております。これは現行法でもそうですが、こういった業種については含まないという

ことになっておりまして、この境目といいますか、線引きについても検討を進めている状況です。 

 検討の基本的な考え方でございますが、３４業種を最後に見直しをしましたのが昭和４７年でござ

いますので、かなり現状とかけ離れている部分がございます。まず一つ目の考え方としては業種の範

囲を検討する上で業種ごとのリスクを考慮して検討しようということ、それから食品産業の現状を踏

まえるということで、現状の製造加工、それから流通実態を踏まえまして現行の許可制度を見直すと

いうことで検討を進めています。例えば、許可の分類が現状では細分化されていまして、取り扱う食

品の種類によっては一つの施設で複数の許可が必要になっているという状況について、実態を把握し

ながら検討を進めている状況です。 

 それから、届出を要する業種の範囲ということで、この範囲についても検討するということと、届

出不要の営業についても検討を進めています。それから、先ほど少しご説明いたしました一次産品の

加工・販売の扱いでございます。 

 それから、施設基準についても現状条例で定められているものを調査し、諸外国の情報も参考にし

ながら今取りまとめている最中でございます。 

 ３７ページは、もう少し論点を絞ったスライドになります。例えば、１番ですと許可の対象業種を

大ぐくりとすることは可能かということで乳・乳製品の製造加工業ですとか、乳処理業と清涼飲料水

の製造業、こういったところを大ぐくりにすることは可能かとかですね。それから、コンビニエンス

ストアとかスーパーマーケットについては統合した許可業種を設定してはどうかとか、それから条例

許可対象となっている業種についてはどうするか、それから、そうざい製造業と飲食店営業について

は規模によって調理と製造に再編してはどうか、それから販売業は届出対象とするかどうか、それか

ら条例での許可販売業の取り扱いも届出でいいかどうか、それから調理機能を有する自動販売機の取

り扱い、こういったことについても検討を進めています。 

 現在の検討状況を整理したスライドがこちらの３８ページのスライドになります。飲料製造の許可

制度の再編ということで方向性として整理しておりますが、清涼飲料水の製造業の許可で生乳を使用

しない乳飲料・乳酸菌飲料の製造を可能とする、乳処理業の許可で発酵乳・乳酸菌飲料・清涼飲料の

製造を可能とする、こういった方向性を示しております。それから、食肉製品製造業での食肉原料そ

うざいの製造について可能としたらどうかということ。それから食用油脂の製造業の許可でマーガリ

ン・ショートニングの製造を可能としたらどうかとか、それから缶詰・瓶詰の食品製造業にレトルト

食品製造業を追加して、対象を容器包装に密封後、殺菌した食品とするといったグルーピングにした



 -10- 

らどうかとか、それからそうざい等の缶詰・瓶詰・レトルト食品の製造を可能とするということで追

加的な営業許可の取得は求めないようにしたらどうかということで整理しております。 

 それから、そうざい製造業の整理の中でこれまでと少し考え方が違う部分がございます。ＨＡＣＣ

Ｐに基づく衛生管理を行う統合型そうざい製造業と、ＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理を行

う従来型のそうざい製造業に整理したらどうかと。メリットしては、統合型のそうざい製造業につい

ては食肉とか菓子、あん類、めん類、魚介類など他の営業許可が必要な食品の製造も可能にしたらど

うかと、それからそうざい半製品もそうざい製造業の対象に含めたらどうかという方向性で検討を進

めています。 

 それから漬物製造業でございますが、一部の自治体では既に条例で許可業種にしておりますが、漬

物製造業を許可の対象としたらどうかということと、それから、液卵製造業、卵包装選別業、いわゆ

るＧＰセンターになりますが、液卵製造業は許可でＧＰセンターは届出の対象としたらどうかと。コ

ップ式自動販売機の許可の簡素化ということで、調理機能を有する自動販売機について、屋内設置の

場合は届出、屋外の場合は許可にしたらどうかといったような方向性を整理して検討を進めています。 

 それ以外にもその他とありますが、幾つかの論点を整理しながら個別に検討を進めている状況です。 

 ４０ページは、届出不要な営業の考え方ということで「衛生管理計画の作成を要しない営業」と書

いておりますが、許可対象業種と届出対象業種については衛生管理計画の作成が必要というふうに整

理しています。届出が不要な業種はこの衛生管理計画の作成を要しないということで考えております。

例えば、容器包装に入れられた常温保存食品のみを保管・販売する営業ですとか、それから伝票のや

りとりのみで食品そのものを直接取り扱わない営業ですとか、それから顧客との契約等によって食品

を取り扱う営業、それから最後に、缶、瓶等の包装食品の自動販売機、こういったところについては

届出不要でよいのではないかということで検討を進めています。 

 ４１ページには、一次産業に付随する食品の製造・加工等の取り扱いに関する調査結果ということ

で、４７都道府県にお願いして調査をした結果になっております。この表の見方としては、左側が生

産に近い、右側が製造に近いというふうに見ていただければと思います。例えば左側の上ですけれど

も、室内で農産物の生産をする場合、二つの自治体で食品衛生法上の営業に当たるという判断をされ

ています。一方で、一番右を見てみますと、３１自治体で食品衛生法上の営業と判断されているとこ

ろが、皮むき作業のような一次加工です。こういった個別の回答を整理すると、この表のようになり

ます。 

 この論点については検討会で生産者団体の方々からもヒアリングをして検討を進めておりますが、

検討のポイントとして、農場から収穫された青果物の形状が実質的に変わるものではないということ
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から、収穫から出荷までの青果の選別等の生産者とその団体が行う作業は農業の採取の範囲ではない

かと。それから、米についても、生産者の収穫から団体の保管、管理までが採取の範囲ではないかと

いうことでご意見をいただいています。 

 次からは、施設の共通基準の素案をお示ししておりますが、これまでの検討会で欧米の基準、それ

から現状の自治体の条例の基準を調査しまして整理しています。１の（３）に書いてございますが、

今回この施設基準を検討するに当たりまして、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の制度化に伴う新たな規

定は設けないという方針でございます。 

 それから、留意点といたしまして、一部の都道府県等では現行条例よりも厳しい規定となる可能性

があるということで、当分の間、斟酌して運用する必要があるのではないかというのが一つ目の留意

点です。それから、新たに許可業種となる事業所については、事業の継続に十分配慮して弾力的に運

用する必要があるのではないか、こういった留意点を念頭に検討を進めています。こちらは具体的に

はご説明をしませんが、共通基準ということで素案を作成しています。検討する中で、換気とか空調

設備、それから照明等については現状では対応は難しいのではないかというご意見もございました。 

 続きまして、食品リコール情報の報告制度につきましてご説明をさせていただきます。事業者の方

が自主回収をする場合に行政への報告をしていただく制度で、現行でも各自治体の条例、要綱等で既

に対応なされているところが多いかと思いますが、今回この食品衛生法に規定して全国一律の制度で

運用するということになります。 

 報告の対象は、食品衛生法に違反する食品等、それから食品衛生法違反のおそれがある食品等です。

流れとしましては、営業者の方が自治体のほうに報告をしていただいて、各自治体から厚生労働省の

ほうに報告があり、それを公表するというような流れで考えております。 

 これを検討するに当たりまして、自主回収、リコールがどういうレベルのものかということで、医

薬品等もこのクラス分けをしたり、諸外国でもこういったクラス分けの分類をしてリコール情報を公

表しているところもございましたので、そういったものを参考にして今回リコール食品等のクラス分

類を考えています。ＣＬＡＳＳⅠ、ＣＬＡＳＳⅡ、ＣＬＡＳＳⅢということで、基本的にはＣＬＡＳ

ＳⅡに分類をして、それからＣＬＡＳＳⅠに該当するもの、ＣＬＡＳＳⅢに該当するものというふう

に選別をして、リコール情報の一つとして公表していきたいと考えています。 

 それから、システムの関係でございますが、食品のリコールの関係、それから営業許可届出の関係

につきましては、事業者の方々も使用可能なシステムを現在検討しておりますので、ある程度内容が

整理できましたら情報提供させていただきたいと思います。現在は仕様書の段階でございます。特に

これから本格的な開発を進めていきますので、また機会がありましたらお話をさせていただきたいと
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思います。 

 私のほうからの最後のテーマになりますが、輸入食品の安全性確保ということで、今回、輸入食品

の関係で三つの改正がございます。一つ目は、ＨＡＣＣＰに基づく衛生管理の確認、二つ目が、健康

な獣畜由来であることを確認するための衛生証明書の添付義務、三つ目が、生産地における衛生管理

状況の確認のための衛生証明書の添付義務ということで、大きく三つの課題がございます。 

 一つ目のＨＡＣＣＰに基づく衛生管理の確認ということで、日本国内でＨＡＣＣＰに基づく衛生管

理が求められる食肉とか食鳥肉を対象として輸入品の確認もしていこうと。確認の方法としては、輸

出国政府が対日輸出基準に適合する施設を認定、監督し、その施設リストを厚生労働省に通報する、

厚生労働省はその輸出国の対応について定期的に査察、検証をする仕組みです。この内容については

告示で示すということにしています。輸出国政府が対応が困難な場合には個別に厚生労働省のほうで

施設を認定するということも考えていますが、詳細については今後ガイドラインを作成してお示しす

ることを考えています。 

 二つ目でございますが、健康な獣畜、牛とか豚などの肉、臓器、食肉製品について、今、輸出国政

府が発行する衛生証明書で健康な獣畜由来のものかどうかという確認をしておりますけれども、肉と

か食肉製品に加えまして、乳・乳製品についても輸出国政府が発行する衛生証明書がなければ輸入で

きないような規定になります。乳・乳製品の具体的な対象範囲については現在検討中でございますが、

ここにお示ししています乳等省令で規定されている乳製品をベースに整理をしていこうということで

検討を続けております。 

 ５５ページです。こちらは乳製品とは少し違いまして、生産地における衛生管理状況も確認しよう

ということです。現在は通知で対応しております。通知で具体的な規定を示していまして、生食用カ

キのケースとフグの輸入のケースがあり、こちらについては輸出国政府が発行する証明書を現在も輸

入時に提出していただいています。これまで通知であったものを今回法令で規定するということで、

具体的な内容については省令で規定していく準備を進めているところでございます。 

 私からは以上になります。 

○狩集課長補佐  続きまして、「健康食品」による健康被害対策に関してご説明申し上げます。 

 まず、現行の対応に関するところからご説明させていただきたいと思います。いわゆる健康食品と

いうものは、法令上、明確な定義はないところでございまして、健康の増進ですとか栄養の補給の効

果をうたって食されている食品のことを指した通称でございます。しかしながら、各種の調査により

ますと、非常に多くの消費者の方がこういった健康食品といったものを喫食されている実態があると

いうふうに伺っております。 
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 その中で、この下半分にございますけれども、中にはそういったいわゆる健康食品を食したことに

よって健康被害、中には重いものも含まれていますが、そういったことが生じている事例も多数ある

ところでございます。 

 こちらの図表の上半分、現行制度の概要の部分でございますが、こうした健康食品と言われるもの

の中に仮に危険なもの、人体に対して非常に有害なものが生じた場合、流通を禁止するといったこと

は現行の法体系でも可能でございます。 

 例えば、食品衛生法の６条でございますけれども、不衛生食品等の販売等の禁止ということで、有

毒・有害な物質を含む不衛生食品等の販売、製造等を禁止しています。 

 それから、食品衛生法第７条は新開発食品等の販売禁止というもので、食経験が今までにないもの

ですとか、通常の摂取方法と著しく異なる方法で喫食するもの、例えば普通の果物や野菜として食べ

られていたものでも粉末加工して濃縮して食べるといった形態を差していますが、その場合、人の健

康を損なうおそれがない旨の確証がないですとか、危害の発生を防止する必要がある場合には流通を

禁止することが可能でございます。 

 それから三つ目、四つ目でございますけれども、こちらの通知によって、健康被害情報の収集や安

全な製造管理といったものをお願いしているところでございます。 

 しかしながら、こうした現行の枠組みでも、食品衛生法の６条、７条ですと、こうした流通禁止の

措置を行うに当たって食品安全委員会ですとか、薬事・食品衛生審議会等で一定の科学的なエビデン

スをもって評価をする必要がございまして、それに対応するための確度の高い情報がなかなか集まら

ないといった問題があるところでございます。 

 それで、今般の改正内容でございますけれども、下半分の枠内の対象のところをご覧いただければ

と思いますが、特別の注意を必要するものとして厚生労働大臣が指定する成分等を含有する食品とい

うことです。申し上げましたとおり、健康食品というのは明確な定義がないものでございますが、法

律で何らかの規制を行う場合はその対象を明らかにする必要がございます。そこで、過去の健康被害

情報ですとか、それから海外からの文献等の報告等を調べまして、そういった人体にある程度強い作

用を及ぼすようなもの、例えば、アルカロイドですとかホルモン様の作用を起こすようなものが想定

されますけれども、そういったものにつきまして厚生労働大臣が指定を行いまして、そういったもの

を含む食品を製造、販売する事業者の方に対して一定の義務を課していこうというものでございます。 

 １６ページの左の下のほう、ちょっと見にくいですが、太い青い矢印がございますけれども、こち

らが一連の流れを示したものになります。まず、適正な製造・品質管理でございますけれども、そも

そも、まず安全なものをつくっていただこうと。いわゆるＧＭＰというふうに言われますけれども、
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製造管理・品質管理といったものをまずは製造業者等にしっかりやっていただくといったところでご

ざいます。 

 それから、実際にそういったものが消費者に渡って何らかの健康被害が発生してしまった場合、そ

の被害情報について一定程度のもの以上については、事業者から都道府県を通じて、それが厚生労働

省のほうへと集約されてきます。厚生労働省では審議会等の専門家の科学的な知見もいただいた上で

必要な対応を検討いたしまして、注意喚起ですとか改善指導、場合によっては食品衛生法６条、７条

等の販売禁止等の措置を図っていくところでございます。 

 今回の法改正による下位法令の整備でございますけれども、健康食品に関しましては大きく三つご

ざいます。一つ目が、事業者の方から自治体のほうに被害情報を届けていただく際の手続、報告事項

ですとか具体的な手順といったものを省令の中で規定します。それから二つ目でございますけれども、

そもそも規制対象となる成分等といったものを厚生労働大臣が告示で指定を行います。それから三つ

目がＧＭＰでございまして、食品、添加物等の規格基準、いわゆる３７０号告示というふうに言われ

ますが、こちらの中にＧＭＰとしてビルドインするといったことを検討しております。いずれも厚生

労働科学研究等の中で中身を詰めながら、条項の委細を今詰めているところです。 

 以上でございます。 

○吉田課長  それでは最後でございますけれども、続きまして、今回、食品用の器具・容器包装

に関しましても大きな制度改正がございましたので、それについて簡単にご説明いたします。１９ペ

ージ以降でございます。 

 ２０ページの器具・容器包装は、こういったものが対象になりますということで飛ばさせていただ

きます。 

 ２１ページで、食品用の器具・容器包装についてでございますけれども、これまでは右側のほうで、

原材料を原則何でも認めるけれども規制する物質だけをリスト化する、いわゆるネガティブリスト制

度を日本はとっていましたが、欧米、中国も含め諸外国はポジティブリストということで、使える原

材料だけをリスト化して規制をするという体制になっているということで、国際整合化を図る必要が

あるだろうということでの制度改正になっております。 

 具体的に欧米では、アメリカ、ＥＵについては若干その範囲が違っています。アメリカだと紙とか

ゴムまで対象になりますし、ヨーロッパでは合成樹脂全般となっております。日本の場合には今、公

的にはポジティブリストではありませんけれども、三衛協という業界団体で自主的な基準を設けて民

間のほうで行われているという状況でございます。今回、欧米の状況や業界の自主的な対応を踏まえ

ながら制度設計をしていこうと考えています。 
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 ２３ページが全体像でございます。現行はいわゆるネガティブ制度になっておりますけれども、改

正後は右側の枠、いわゆるポジティブリストということで、原則原材料を使用禁止しますけれども、

使用を認める物質、原材料だけを定めて安全が担保されたものを使用できるようにするということで

す。ただ、全ての容器包装の材質を対象とするわけではございませんで、そこは政令で定めるとなっ

ておりまして、当面は合成樹脂、いわゆるプラスチックを対象にしようと考えております。 

 そういった形で対象になると何が起こるかというと、まずは容器の製造事業者は、いわゆるＧＭＰ

による製造管理の制度が義務化されます。もう一つ大事なのは、ポジティブリストに適合している原

材料から製品の情報が、上流から下流にきちんと伝わっていくことが重要ですので、適合性を確認で

きる情報がしっかり伝わるような形を義務化していこうというふうに考えています。これを省令で具

体的にどう定めるかということを検討します。 

 ただ、原材料メーカーは食品衛生法の規制の枠外になりますので、求めに応じて情報を出すという

ことで、協力をしてもらうよう努力義務ですといった形になっております。具体的な中身は、食品用

器具・容器包装の規制の在り方に関する技術検討会、こちらのほうで技術的な内容を今検討していま

す。直近では先週、１２月７日に５回目の会議を行いましたけれども、論点１、論点２、このあたり

ぐらいまでは大枠が大体定まってきたという状況で、論点３についてはまだ今後続けていくという形

になっております。 

 決まったことを簡単にご紹介します。まずは範囲です。先ほども申し上げましたが、当面の間はポ

ジティブリストにするのは合成樹脂の範囲です。ゴムは熱可塑性がなくて架橋構造を有するものとい

うことで若干違いますのでゴムは除いて、熱可塑性、熱硬化性の樹脂の範囲をポジティブリストの対

象と定めようと思っています。材質がそういう形で決まりますと、具体的に規制する物質、原材料を

どういうふうにするのかということですけれども、モノマーからポリマーになって、それからいろん

な添加剤を加えていきますし、さらにはモノマーからポリマーでもいろんな縮合反応で触媒等を扱い

ます。そのうちどれを対象にするかということですが、具体的に言うと米印のついている部分です。

緑と赤の米印のついているところを対象にするということで、最終的に製品に残存することを意図し

て使われている物質を管理の対象にしようというふうに思っております。したがって、触媒とか最終

的に残らないものについてはポジティブリストの管理の対象としないという方向で考えているところ

でございます。 

 材質がポジティブリストで大体決まり、告示の中でリスト化するわけですけれども、その際に、合

成樹脂ごとに、樹脂の材質ごとに加える添加剤とかポリマーの量をリスト化していくと、非常にマイ

ナーな合成樹脂の場合には樹脂と添加剤の組み合わせというのを告示で明らかにしてしまう可能性が
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あります。そうすると、それは企業秘密そのもの、知的財産を明らかにするということになってしま

いますので、それを保護する必要もあると思いますし、樹脂の材質もたくさんございますので告示を

簡明化するということで、合成樹脂をグループ化して区分分けをしようと思います。ここでは便宜的

に四つしか書いていませんが、もう少し多くなります。 

 消費係数というのは市場での消費量で、シェアが大きいものは単独で一つの区分になろうかと思い

ますが、消費係数の小さい非常にマイナーな、シェアの小さいものは樹脂の特性ごとにいくらか束ね

てグループ化をして、その区分ごとの添加剤の添加量等を定めていく、そういった形で告示化してい

こうというふうに思っております。 

 ポジティブリストの管理規定はそのような感じですが、もう一つ大事なのは、先ほど申し上げたよ

うなＧＭＰであるとか、情報伝達の話でございます。 

 ＧＭＰの関係で申し上げれば、２０１７年７月に食品用器具及び容器包装の製造等における安全性

確保に関する指針、いわゆるガイドラインが示されておりまして、これに基づいて業界団体のほうで

も自主的な指針をつくっていただいて、器具容器の業界でこれを遵守すべく、自主的なガイドライン

ではありますけども対応いただいているという状況だと認識しております。 

 それをベースにしまして、少し見づらいですが、この内容は自主ガイドラインに書いているもので

す。そのうち、白丸の部分と黒丸の部分と白い四角がありますけれども、白丸のところは一般衛生管

理ということで、器具容器の製造事業者さんの一般的な衛生管理規定にしようというふうに考えてい

ます。その上で、黒丸のところは、いわゆる今回のポジティブリストの対象となる材質を使われてい

る事業者さんに上乗せで遵守していただこうと考えている内容です。さらには、ポジティブリスト適

合性の情報伝達の内容については、白い四角になっています。 

 基本的には今、業界のほうで対応していただいている自主管理ガイドラインをベースとした形で、

ＧＭＰ、あるいは情報伝達の内容についての省令化を進めているところでございます。 

 器具・容器の最後の内容ですが、ポジティブリストに適合しているということを、上流のほうから

下流のほうに必要な情報を伝達していただくということが必要になるわけですけれども、その際には

どういう情報を伝えるかということです。まずは下流のほうに納品していく製品対象のロットである

とか、製品が特定できる情報、それに、それがポジティブリストに適合していると確認できる情報を

伝達しましょうということで考えています。 

 したがって、分析表であるとか細かい成分表というのは必ずしも必要ではありませんで、例えば下

流の業者さんがその原材料に添加剤をいくらまで添加していいかと聞いて、それで問題ないというの

を確認したということでも、一応ポジティブリストに適合しているということを確認できているとい
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うような取り扱いにしようと考えております。そういったことをどういうふうに記録に残すかという

ことについては、いろんなビジネスの慣行とかあろうかと思いますので、その範囲内で適当な形で対

応していただければよいのではないかなと思っております。 

 そういったことを省令のほうで定めるべく今作業を行っているという状況でございます。器具・容

器包装についてはそんなところでございます。 

 これで一通り説明を終わります。以上でございます。 

○石井課長  厚生労働省からの説明は以上になります。 

 引き続き、意見交換・質疑応答をこのまま行わせていただきたいと思います。 

 進め方についてですが、質疑応答等は資料内のセクションごとに区切って行わせていただきたいと

考えております。 

 ご質問・ご意見のある方に挙手をしていただき、お示しさせていただきましたら係がマイクをお持

ちしますので、ご所属とお名前をご発言いただき、続けて質問などをお願いできればと考えておりま

す。 

 できるだけ多くの方にご発言いただきたいと考えておりますので、ご発言については要点をまとめ

てお願いできればと考えています。ほかのご質問の方がいらっしゃる場合には、お１人様１問、回答

に対する再質問を含めて最大２回のやりとりでお願いできればと考えています。質問が一巡いたしま

したら、同じ方からの２問目、３問目も受け付けさせていただければと思っております。 

 また、本日ご参加いただけなかった方を含めて広く情報提供させていただくことを目的としまして、

今回の説明内容と意見交換の様子は全て議事録として厚生労働省のホームページで後日公開を予定し

ておりますことをあらかじめご了承いただければと思います。議事録にご所属、お名前を掲載させて

いただくことに不都合がある場合には、ご発言の前にその旨おっしゃっていただければと思います。 

 それでは、まず、資料の最初のほうから進めさせていただきたいと思います。資料の５ページ目ま

で、広域的な食中毒事案への対策強化のところまででご質問・ご意見のある方がいらっしゃれば挙手

をお願いいたします。よろしいでしょうか。 

 また、最後のセクションでもう一度全体を通してのご質問・ご意見を承りますので、特にないよう

でしたら次に進めさせていただければと思います。 

 では続いて、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の制度化というところで、６ページから１４ページまで

の間でご質問・ご意見のある方はいらっしゃいませんでしょうか。 

○質問者Ａ  株式会社サニックスの荻野と申します。 

 １２ページの、と畜場のＨＡＣＣＰ導入の手引書の検討状況のと畜・解体の一般衛生管理のところ
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で、今までは「そ族、昆虫の防除」だったのに「鳥類」が加わったのは非常に大きい意味があると思

うんですが、そのあたりはどのような解釈をすればいいのでしょうか。 

○蟹江室長  大変申し訳ございません。現在、関係団体のほうで作成をしていただいていますの

で、もう少し具体的な中身がわかりましたら、また情報提供させていただければと思いますが、鳥類

がここに入った理由を具体的に把握しておりません。申しわけございません。 

○石井課長  よろしいですか。 

 では、次の方お願いいたします。 

○質問者Ｂ  スーパーマーケット業界に属しますマックスバリュー九州の古田といいます。 

 既にスーパーマーケット業界で手引書を作成されて厚労省のホームページで公表されているところ

ですが、ＨＡＣＣＰのプランについてご質問します。 

 ご存じと思いますが、そうざい、弁当類にはかなりのアイテム数があります。製品説明書及び製造

工程一覧図などを全てのアイテムについてつくっていくというのは、それが原則だとは思うんですが、

そこまで求められるんでしょうか。 

 それからもう一つ、一般衛生管理事項の検食の実施ですが、それはどこまで求められるのか、この

２点について教えていただきたいんですが。 

○蟹江室長  手引書の中身が今手元にないので具体的にはわかりませんけれども、例えば、一品

目ごとではなくてグルーピングすることも可能だと思います。それは、製造加工されている食品の種

類に応じて考えると。スーパーマーケット業界が作成されたのは、ＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた

衛生管理のほうですので、より弾力的な対応が可能な手引書になっていると思います。 

 検食の中身についてどこまで記載されていたかわかりませんので、具体的にはご説明はできません。

済みません。 

○石井課長  それでは、ほかにご質問、ご意見のある方は。 

○質問者Ｃ  宮崎くみあいチキンフーズの上山と申します。 

 細かいことですが、１４ページの食鳥処理場のところで質問があります。先ほどの質問と似てるの

かもしれませんが、３番の微生物汚染低減策のところにエアチラーの有効性評価と書いてあるんです

が、これは何か意味があるんでしょうか。エアチラーは少ないと思うんですけども。 

○蟹江室長  このスライドは、これまでの厚生労働科学研究事業ですとか、自治体のほうに委託

している実証事業などについて整理して、衛生管理計画作成のための参考情報として提供できないか

という趣旨のスライドになっておりまして、エアチラーにつきましては、通常の処理ですとカンピロ

バクターの汚染の問題もありますので、水を使わない方法についても一部有効ではないかということ
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を前提に、研究班、実証事業の中で得られたデータについて参考情報としてお示しできないかという

ことで項目として入っております。 

○質問者Ｃ  エアチラーを使用する際には、冷却するまでに時間がかかる、ラインの長さが必要、

規模も大きくなるということで、液体を使って冷やしているというのが現状です。エアチラーの導入

についてはかなりコストがかかると思いますので、当面はないんでしょうけども、決定した場合には

補助事業も入れてもらえると導入しやすいと思います。今新設工事を進めている企業もほとんどエア

チラーは入っておりませんので、そこら辺も早目に情報等を流していただけるといいかなと思ってお

ります。 

○蟹江室長  あくまでこれでやらなければいけないということではなくて、参考情報としていろ

いろな有効性のデータが集まれば整理してお示しできるという趣旨でございます。 

○石井課長  よろしいでしょうか。 

 では、次の方お願いいたします。 

○質問者Ｄ  わかりやすい説明どうもありがとうございました。沖縄県食品衛生協会の伊志嶺と

申します。 

 スライドで言うと１０番についてお伺いします。私ども沖縄県食品衛生協会は沖縄県からの指定団

体として食品衛生責任者を養成させていただいているところですが、対象者が非常に増えることが予

測される一方で、現状、設置義務が営業許可から１年以内というふうに条例で規定されておりまして、

営業許可申請時には責任者がいなくても営業許可を申請できる状態となっております。 

 今回お示しいただいた対応案の上から３段目のところでは「ｅ－ラーニングの受講については、営

業許可の申請・交付時、届出時及び立入検査の機会に確認する」というふうになっておりまして、条

例事項から法律事項に変わる際に、設置の義務のタイミングというのが交付時になるのか、現状のよ

うに弾力的に運用されるのかどうかが読みづらかったものですから、このあたりがどのようになって

いるかということをお聞かせいただけたらと思います。 

○蟹江室長  ご質問の趣旨はよく理解できましたが、詳細までは基本的にまだ議論もしておりま

せんし決まってもおりません。食品衛生責任者関係につきましては食品衛生管理の技術検討会のほう

で議論をしておりますが、そこには自治体の職員の委員もおりまして、実態も含めてヒアリングを行

いながら整理をしております。なるべく実態を踏まえた形で今後も検討を進めていくことになると思

います。具体的な手続等につきましては今後、お示しできる段階でまた情報提供させていただければ

と思います。 

○石井課長  次に、ご質問、ご意見のある方はいらっしゃいますでしょうか。 
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 前方の方お願いいたします。 

○質問者Ｅ  ＪＡ熊本中央会の佐々木といいます。 

 質問の中身は同じなんですが、２点お尋ねします。 

 まず、米等を貯蔵するカントリーエレベーターについてです。カントリーエレベーターでの米の保

管管理がＨＡＣＣＰの対象となるような話を聞いたんですが、８ページの右側の「一般衛生管理の対

応で管理が可能な業種等」に該当するんでしょうか。違うのであればどこに該当するのかを教えてく

ださい。 

 ２点目が、農業新聞等で結論等が明確に出ているわけではないということと継続的に議論していく

という記事が載っていたんですが、一応今回で説明会は終わりということなので、現段階での考え方、

どうお考えなのかお聞きしたいと思います。カントリーエレベーターは、手を全く加えない状態でた

だ単に保管する施設なのに、なぜＨＡＣＣＰの対象として話が上がってきたのか、そのあたりの根拠

や理由を教えてください。 

○蟹江室長  今のご質問の内容につきましては、４１ページの一次産業に付随する食品の製造・

加工等の取扱いに関する調査結果というスライドでも少しご説明しましたが、一番下に検討のポイン

トというところがございまして、その二つ目の「米についても、生産者の収穫から団体の保管、管理

までが採取の範囲ではないか」という記載には、カントリーエレベーターのことも当然含まれていま

す。この検討会の中で、全中、全農からヒアリングを行っており、実態や要望についてお伺いして、

この二つは検討会のヒアリングの中で全中及び全農から要望のあった事項であります。 

 もう少し具体的にご説明しますと、食品衛生法の中での営業の範囲というのは、農業とか水産業に

おける採取業は含まないということになっておりますので、農業とか水産業における食品の採取業は

食品衛生法の営業の対象外ということで整理がされております。そこにカントリーエレベーターの部

分が該当するかどうかということでヒアリングを行った結果、生産者団体の方々からのご意見は、米

についても農業の採取の範囲なので食品衛生法の営業の対象外ではないかというご意見をお伺いして

おりますので、そういったご意見を踏まえながら検討会で検討を継続していくということにしており

ます。 

○石井課長  よろしいでしょうか。 

 それでは、次のセクションに移らせていただきます。 

 １５ページから１８ページまで、いわゆる健康食品の取り扱いについて、ご質問のある方は挙手を

お願いいたします。よろしいでしょうか。 

 では、またご質問等ありましたら、最後のセクションでお尋ねさせていただきます。 
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 では引き続きまして、１９ページから３１ページまでの容器包装の衛生規制に関して、ご質問・ご

意見のある方はいらっしゃいませんでしょうか。挙手をお願いいたします。 

 前方の方、お願いいたします。 

○質問者Ｆ  鹿児島のジャパンファームという会社から来ました徳地と申します。私どもは食鳥

処理、食肉加工品を製造している会社です。 

 容器包装、食品用器具のポジティブリスト制度という形で運用されるとのことですが、違反されて

いる食品用器具とか容器包装等を使っていた場合に、どういった取り締まりの方法があるのかという

のが一つ目の質問です。私ども食品メーカーは、メーカーが提出されないとわからないんですが、私

どもに対する取り締まり方法はどうなるんでしょうか。 

 また、今回決まったことに関して、３０年前の機械とかには樹脂製のものが使われているものがあ

るかと思うんですが、そういった場合、樹脂製のものを使っている、使っていないというのをどうい

った方法で明確にすればいいのかといったところを教えていただければと思います。 

○吉田課長  ご質問どうもありがとうございます。 

 今回、合成樹脂を対象にポジティブリストにしようという形を考えていますが、規定の仕方につい

ては食品、添加物等の規格基準の中でポジティブリスト化をするという形になります。もし違反が見

つかった場合には、その規格基準に違反していることになりますので、その製造事業者さんは当然問

題になると思います。回収とかそういったものの対象になってくると思いますし、それを使っている

ところも違反になりますので、必要に応じて回収するというような対応になるかなと思います。使っ

ている業者さんに対しては、罰則というよりも回収すること等により被害をこうむるという形になる

のではないかなと思います。 

 ２年後に施行しますが、古いもので現に使っているものにつきましては経過措置等がございますの

で、施行より前のものについては、使える限りは経過措置という形でそのまま使えるという形になり

ます。加えて、できるだけ円滑に制度移行していきたいと思っておりますので、現在使われている器

具容器に使われている成分、原材料というのをできるだけそのまま使えるようにポジティブリスト化

していこうというふうに思っております。現場のほうの感覚としましては、よほど発がん性とかそう

いった問題になる物質でない限り、今使われているプラスチックの器具容器については制度移行後も

そのまま使えるような形で対応していこうというふうに考えているところでございます。 

○質問者Ｆ  それであれば、例えば、私どもが証明するために何か成分分析をしておかないとい

けないとか、そこまでは求められないと考えてもよろしいでしょうか。 

○吉田課長  食品メーカーさんとか、使用されている側の方についてはそこまでは必要ないと思



 -22- 

いますけれども、今後は器具容器の製造事業者さんはポジティブリストに適合するかというのをきち

っと確認していただいて、適合してますよという情報を販売業者さんが確認し、食品事業者さんも間

接的に納入業者さんのほうからきちんと適合しているというのを確認しておけばそれでいいというこ

とで、積極的に食品事業者さんが分析までして適合しているか調べるということまでは我々としては

求めようと思っていない状況でございます。 

○質問者Ｆ  ありがとうございます。 

○石井課長  ほかに、容器包装に関してございますでしょうか。 

 では、次のセクションに移ります。 

 ３２ページから４５ページまでの間、営業許可制度の見直し及び営業届出制度の創設に関してご質

問・ご意見のある方は挙手をお願いいたします。 

○質問者Ｇ  大分県食品衛生協会の河野といいます。 

 届出制度が今度創設されるということで検討会の議事録でも出ていたんですけども、届け出した段

階では実態を把握できると思うんですが、その後のフォローがないと実態が把握できなくなって有名

無実化すると。ここには衛生管理計画を立てて実行しろと書かれていますが、これから制度設計をつ

くられる中で責任者を置くようにするとありますが、そのあたりのフォロー体制、定期的な報告とか

立ち入りを行うのかどうかについての考えがあれば教えていただければと思います。 

○蟹江室長  今回、システムの開発も行う予定にしておりますので、うまくシステムを活用して

今ご指摘のあったお話についても何らかの形で対応できるようにしていければと考えております。 

○石井課長  よろしいでしょうか。 

 ほかにご意見・ご質問のある方はいらっしゃいますでしょうか。 

 それでは、次のセクションに移らせていただきたいと思います。 

 ４６ページから４８ページまで、食品リコール情報の報告制度について、ご質問・ご意見のある方

がいらっしゃれば挙手をお願いいたします。よろしいでしょうか。 

 それでは、次へ進ませていただきます。 

 ４９ページから５０ページ、食品衛生申請等システムについて、ご質問・ご意見のある方がいらっ

しゃれば挙手をお願いいたします。よろしいでしょうか。 

 では続いて、５１ページから５５ページ、輸入食品の安全性確保について、ご質問・ご意見のある

方がいらっしゃれば挙手をお願いいたします。よろしいでしょうか。 

 では、全体を通じまして、これまで言えなかったもの、気がついたところが新たにございましたら

挙手をお願いいたします。全体を通じましてご質問・ご意見のある方は、挙手をお願いいたします。 
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○質問者Ｈ  日本ＩＳＯコンサルタントの藤原と申します。本日はありがとうございました。 

 ２ページの改正食品衛生法施行スケジュールについて質問です。 

 公布から施行になるまでの周知期間が１年間あったと思いますが、その間の新規営業許可とか更新

営業許可の取り扱いと、周知期間が終わった後もＨＡＣＣＰに取り組まなかった業者に対する行政指

導等が気になるところなので、説明していただきたいと思います。 

○狩集課長補佐  ＨＡＣＣＰですとか営業許可に関する施行のスケジュールでございますけれど

も、今ご指摘いただきましたようにＨＡＣＣＰには猶予期間、経過措置規定で１年間ございますので、

基本的には３年間の猶予を見ていただくということで考えております。 

 ２０２０年からの施行以降の経過措置期間の許可や届け出のあり方ですけれども、施行までの間に

許可が出されている場合については旧来の基準で対応することになりまして、施行以降に新規に事業

を興していただく場合には新しい基準でやっていただくのが適切かなというふうに考えております。 

 ２０２１年の完全施行以降に衛生管理計画等をきちっとつくっていただけないなど、ＨＡＣＣＰを

実施していただけない場合の取り扱いでございますけれども、保健所の食品衛生監視員が巡回の際に

指導をさせていただきまして適切な取り組みをお願いさせていただくということになるかと考えてお

ります。ただ、その上でどうしてもご理解をいただけない場合には必要な行政処分、また、なかなか

ないところではございますけれども、さらにその行政処分に対して違反があった場合には刑事罰とい

う段階を踏んで対応を行うことになるかというふうに考えております。 

○石井課長  よろしいでしょうか。 

 それでは、ほかにご質問のある方はいらっしゃいますか。 

○質問者Ｇ  スライドの１０枚目ですけども、責任者の取り扱いの対象者が広がるので、学校教

室形式ではなくてｅ－ラーニングを導入しようかというような計画が進んでいるとのことですが、ネ

ット上で全国的にされるｅ－ラーニングの認定の仕方というのは今後の検討になると思うんですが、

厚労省のほうで判断して指定されるような形のものになるのかということをお聞きしたいと思います。 

○蟹江室長  この食品衛生責任者の講習会につきましては、基本的には都道府県が対応するとい

う制度でございますので、私どものほうからこの講習会について対応するということは考えていませ

ん。 

○質問者Ｇ  では、ｅ－ラーニングの事業主体というのは各自治体で、各自治体が承認するとい

う形のものになるんでしょうか。 

○蟹江室長  現状の講習会には各自治体が実施するもの、委託するものの２種類があると思いま

すけれども、委託する場合にｅ－ラーニングを条件に委託するとか、そういったことも考えられると
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思います。講習会の標準的なプログラムは私どものほうでお示しをして、実施に関しましては各自治

体のご判断で対応していただくということになろうかと思います。 

○石井課長  よろしいでしょうか。 

 それでは、ほかにご質問のある方はいらっしゃいませんか。 

○質問者Ｉ  サナスの小野満と申します。今日はどうもありがとうございました。 

 基本的な話になるかもしれませんけれども、手引書の件でお伺いしたいと思います。小規模事業者

につきましてはＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理について、手引書に基づいてというふうに

なっています。かなりたくさんのものが必要になると思いますが、今後どのように広げていくのかな

ということと、例えば、ここにまだ上がっていない業種についてもこのように確認してもらえるのか

ということについてお聞かせ願えればと思います。 

○蟹江室長  手引書につきましては、１１ページのスライドにある業種に決まったというわけで

はなくて、どういう業種であったとしても作成の意向があるというご相談があれば、技術検討会で検

討していくということで、特に選別はしておりませんので、いつでも対応可能な状態になっておりま

す。 

 農水省のほうでも手引書の作成について財政的な支援を行っておりまして、来年度の予算も計上さ

れていると聞いております。農林水産省のほうは食品産業も所管しておりますので、そういったとこ

ろと連携をしながら、なるべく多くの手引書ができるように進めていきたいと考えています。 

○質問者Ｉ  相談があった場合には厚労省のほうに。 

○蟹江室長  作成の要望がございましたら、私どものほうにご相談いただければと思います。 

○石井課長  よろしいでしょうか。 

 続いてご質問・ご意見のある方いらっしゃいますでしょうか。 

○質問者Ｊ  中村学園大学の小田といいます。 

 基本的なところでお聞きしたいんですけども、今回の食品衛生法改正は施行年によって２段階にな

ってますよね。法律が１年ないし２年以内に施行するものと３年以内に施行するもの、それで条文の

番号も変わってまいりますよね。５０条以降はほとんど変わってしまう。非常に難解な形で改正が行

われています。普通だったら、まず改正されるものを示して、今までは附則の中で第何条はいつから

施行する、第何条以降は何年から施行するというふうに従来は示していたのが、今回なぜ２段階改正

というか、非常に複雑な改正の仕方をされたのでしょうか。条文を照らし合わせるのに非常に手間が

かかるので見ていくときに困ります。第１段階では７９条しかないのが、第２段階では８９条まで増

えていますよね。その理由はどういうことなのか。今年のはやりの言葉で言えば中身がまだ生煮えだ
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ったからそういう形をとられたのかなと思うんですが、その理由を教えていただきたいと思います。 

○狩集課長補佐  施行に関してはご指摘いただきましたように、３段階、３次にわたって施行と

いうことになっております。質問とすれ違っていましたらご指摘いただきたいんですが、施行の時期

と申しますのは附則の第１条で規定がなされておりまして、附則の第１条で施行期日については基本

的には２年を超えない範囲で施行するとしています。加えて、２年以外の１年、３年で施行する条文

については、別途その中で規定するといった規定の仕方をさせていただいておりまして、法規的には

ごく普通の書き方なのかなというふうに考えております。 

 条文の構成が複雑になってしまっているのは確かにご指摘のとおりでございまして、いわゆる条ず

れというものも、第２次、第３次の施行の中では発生いたしますので見にくくなっており、心苦しい

ところではございます。ただ、枝番で処理ができますとか、条ずれが大幅に起きないような努力とい

うのは我々も立案段階でさせていただきましたし、必要な条文に関してはホームページでも公開して

いるところでございます。 

 それから、根本的な１次、２次、３次というふうに施行が分かれてしまった理由でございます。１

年以内の施行になっている食中毒の部分でございますけれども、こちらは国ですとか自治体間で権限

の移行などを伴わない、言うなれば一種のグループをつくりましょうという規定でございますので比

較的早く施行できるということと、来年の食中毒のシーズンに向けて一刻も早く施行する必要がある

ということで１年以内とさせていただいております。 

 また、３年以内とさせていただいておりますところは、冒頭でも申し上げましたが、申請システム

ですとか報告に使用する電子システムの開発に若干時間がかかるということと、自治体のほうで既に

条例等が先行しているということで、その整理、改廃の手続に時間を要するということで１年多く見

るということで段階的に分かれてしまったところでございます。お答えになっていますでしょうか。 

○石井課長  よろしいでしょうか。 

 では、ほかにご質問・ご意見のある方がいらっしゃれば挙手をお願いします。 

○質問者Ｋ  全農福岡県本部の指出と申します。本日は説明会ありがとうございました。 

 １１ページのいわゆる手引書の関係で、「とう精及び米穀の販売」について、まだ作成中、検討中

ということですので、要望があります。とう精という言葉については、いわゆる農家の自家とう精で、

家庭用精米機で精米して、それを直売所に袋に詰めて出されている組合員さんたちもおられますし、

共同乾燥調整施設の中で保有米を精米に加工しております。これも一応とう精ということになります。

そういうのも対象になるのか、ならないのか。相当数ありますので、作成されるときにはこちらにつ

いても明記していただきたいと思います。 
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○蟹江室長  １１ページの検討中のものの「とう精及び米穀の販売」のところでございますね。

こちらは、ここに括弧内で書かれておりますけれども、連合会のほうで作成されておりまして、その

連合会の方がどういうことを対象にしているかによると思います。 

○石井課長  よろしいでしょうか。 

 では、ほかにご質問・ご意見のある方は挙手をお願いします。いらっしゃいませんか。 

 ないようでしたら二巡目になります。 

○質問者Ｄ  たびたび済みません。沖縄県食品衛生協会の伊志嶺と申します。 

 スライドの３８ページのことでお伺いしたいんですけども、「食肉製品製造業で食肉含量５０％未

満のそうざいの製造を可能とする」ということと、統合型そうざい製造業でもそうざいの製造が可能

となるということで非常にいい制度ではないかなと考えているんですけれども、沖縄県ではラフテー

という豚の角煮が広くよく食べられていて、お弁当屋さんでラフテーを売るときに食肉製造業に分類

されてしまうと、管理者もおりませんのでなかなか厳しいというところがございます。一方では、か

なり流通しており食文化として根づいています。こういった食文化にダイレクトに影響するようなそ

うざいのカテゴリー分けを、規模でやるのか、それとも現状のように食肉の割合等で区別していくの

か、どのように考えておられるのでしょうか。 

○蟹江室長  今回の営業許可の業種の見直しにつきましては、基本的には現状の３４業種をベー

スに検討しています。そこに食品分類も入ってしまいますとかなり複雑化して検討が進まないもので

すから、現在整理している資料も含めて、許可の業種のほうから見た整理をしておりますので、特に

食品分類の検討はしておりませんし、基本的には現状をベースに検討を進めている状況です。 

○質問者Ｄ  ということは、スライドで言うと３５ページの下の段のところになりますが、「飲

食店営業の許可で大規模、一定期間流通するそうざいなどの製造が可能であり、見直しが必要ではな

いか」というふうになっていて、その下に「飲食店内又は持ち帰り後速やかに消費されるそうざい、

弁当など」は調理業で、「大規模施設で一定期間流通する食品」は製造業という分類が予定されてい

るということですけれども、調理業で食肉含有量５０％を超えるものをつくっても大丈夫というイメ

ージで理解していてよろしいでしょうか。 

○蟹江室長  この調理業と製造業のところはまだ具体的な議論が進んでいませんので、もう少し

議論を進めてからのお話になろうかと思います。 

○質問者Ｄ  ありがとうございます。ぜひ地域の食文化をご検討の対象に入れていただければ幸

いかと思います。ありがとうございます。 

○石井課長  ほかにご意見・ご質問のある方はいらっしゃいませんでしょうか。 
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○質問者Ｌ  八鹿酒造の北野と申します。よろしくお願いします。 

 包装容器のポジティブリスト導入のほうに戻るんですが、私の取り違えであれば申しわけないんで

すけども、なるべく既存の資材についてはそのまま使用できるような形にするとおっしゃっていたよ

うな気がします。現在、国内外でポジティブリストの基準の違いがありますので、新たにポジティブ

リストを導入する際に既存の資材をそのまま使用できるようにすると、国内外でずれが発生しないの

かなと思いましたが。 

○吉田課長  ご質問ありがとうございます。 

 もちろん国内外で基準が違う部分があろうかと思います。今、国内の実態がどうかという話と、海

外、欧米の実態がどうかということもあわせて情報収集しておりまして、海外で使われていて日本に

も入ってきているようなものについて一定のリスク評価をしないといけませんので、先ほど言いまし

たようにすごく問題のある物質、例えば発がん性のあるような物質が万が一あれば、それは除かなけ

ればいけませんけども、よほどそういうものでない限りは、いろいろな情報を調べた上で食品安全委

員会のリスク評価を経て、できるだけ今使われているものについてはポジティブリストに収載してい

くという方向で作業を進めていきたいと思っております。 

○質問者Ｌ  ありがとうございます。 

 もう２点質問があるんですけども、ポジティブリスト制度導入に当たって新たに規制の対象に加わ

る物質があると思うんですが、そちらはどこかで公開されているのでしょうか。 

○吉田課長  現時点ではまだ公開されておりません。今後の予定を２ページに書いておりますが、

一番下の７容器包装のところで、パブコメの予定を７月から１２月のところに書いていますけれども、

できれば６月末ぐらい、上半期の終わりくらいまでにしたいと思っております。目標としましては、

このパブコメの段階で、日本で今度ポジティブリストの対象になるものをリスト化して世の中にお見

せしたいというふうに思っております。 

○質問者Ｌ  わかりました。ありがとうございます。 

 もう１点ですけれども、包装容器という概念がちょっとはっきりわかりません。内容物に直接接す

るもののみなのか、全体をあわせたものも含めるのか。例えば、ドリンク類ですと口部分の上のほう

をさらにシールやフィルムで覆った場合、そちらも含まれるのか、そういった範囲を教えていただき

たいです。 

○吉田課長  ２０ページのスライドのとおりですが、食品接触面は当然含まれます。それと連続

している範囲内は同じ容器包装と見るだろうと思います。スーパーでそれをさらにビニール袋で包む

場合は対象になりませんが、原則ここに記載がある範囲内のもので、一つのものとして連続性があり
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不可分になっている範囲が容器包装だというふうにご理解いただければいいかなと思います。 

○質問者Ｌ  わかりました。では、容器の外面に使われている塗料も含まれるということになる

んでしょうか。 

○吉田課長  外面というのが、例えばペットボトルですと、全体に印刷されているものがありま

すよね。その場合は容器包装の中に入りますので、原則的にはポジティブリストの対象になります。

中の飲料水に接触しているものは全部ポジティブリストとしてリスト化します。ですけれども、それ

が層をなしているケースがあります。気密性のためとか、酸化を防止するために複数の層をなしてい

るような場合には、接触面でないところについては、食品接触面に一定量以上溶け出てくる場合には

対象になってきます。内容によってケース・バイ・ケースになってくるかと思います。 

○質問者Ｌ  わかりました。ありがとうございます。 

○石井課長  ほかにご意見・ご質問ある方はいらっしゃいませんでしょうか。 

○質問者Ｍ  日本ＩＳＯコンサルタントの藤原と申します。 

 ７ページですが、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の制度化ということで「全ての食品等事業者（食品

の製造・加工、調理、販売等）」とありますが、去年の検討会の中で、たしかここに物流業とか倉庫

業とかそういったところもあったような気がするんですけども、こちらのほうはどうなっているんで

しょうか。 

○蟹江室長  そちらは営業の許可と届出のほうの制度と関連していまして、４０ページに衛生管

理計画の作成を要しない営業の考え方について載せているのですが、３４ページのほうがいいですか

ね。３４ページの右側を御覧いただきますと、要許可業種、要届出業種、こちらの方々は衛生管理計

画の作成が必要、それから届出対象外については衛生管理計画の作成が必要ない業種になりますので、

基本的には全てなんですけども、届出対象外の方は衛生管理計画の作成の対象から除かれるという制

度になります。 

○石井課長  よろしいでしょうか。 

 ほかにご質問・ご意見のある方いらっしゃいますでしょうか。全体を通じて何か言い忘れた点です

とか、ご質問やご意見がおありであれば挙手をお願いいたします。よろしいでしょうか。 

 ありがとうございました。では、質問・意見等出尽くしたようですので、ここで終了とさせていた

だきます。 

 今後も本日いただいたご意見・ご質問を踏まえて引き続き検討を進めてまいります。 

 また、今後の参考とさせていただきたいと思いますので、お手元のアンケート用紙に記入をしてい

ただきまして、お帰りの際、出口の回収箱へお願いいたします。 
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 本日はお窮屈な中、多くの方にご参加いただき、まことにありがとうございました。エレベーター、

階段が混みあうことが予想されますので、押し合わず譲り合って安全にお帰りいただければと思いま

す。 

 それでは、本日の説明会を終了いたします。長時間ありがとうございました。 

 

 

以  上 


